
感染症法に基づく医療措
置協定の締結等について

福島県保健福祉部 感染症対策課
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医療措置協定について

改正感染症法（令和4年12月改正）

・改正の趣旨
新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、国民の生命及び健康に重大な影響を与

えるおそれがある感染症の発生及びまん延に備えるため、国又は都道府県及び関係機関
の連携協力による病床、外来医療及び医療人材並びに感染症対策物資の確保の強化、保
健所や検査等の体制の強化、情報基盤の整備、機動的なワクチン接種の実施、水際対策
の実効性の確保等の措置を講ずるとされた。

改正の概要（医療措置協定関係）

・ 県が定める予防計画等に沿って、県と医療機関等の間で、病床、発熱外来、自宅療
養者等（高齢者施設等の入所者を含む）への医療の確保、後方支援、医療人材派遣に
関する協定を締結する仕組みが法定化。
・ 医療措置協定締結の協議を求められた医療機関の管理者は、協議に応じる義務が課
されるが、協定締結は任意となる。
・ 公立・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療支援病院には感染症発生・まん延
時に担うべき医療提供を義務付けされた。
・ 保険医療機関等は感染症医療の実施に協力するものとされ、また、県は医療関係団
体に協力要請できることとされた。

予防計画における新興感染症の発生・まん延時における医療提供体制の実効性を担保す
るため、医療機関と医療措置協定を締結する。
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医療措置協定について

医療提供体制確保のための基本的な考え方

○医療機関は役割に応じ以下の体制を確保
• 病床確保
• 外来対応（診療・検査医療機関）
• 自宅療養者等への医療提供
• 後方支援
• 医療人材派遣
※県は病床確保料や設備整備などを支援

新型コロナウイルス感染症への対応

次の感染症危機への対応

○新興感染症の発生・まん延時に備え、以下の体制を確保を目指す

新型コロナウイルス感染症の対応時の経験や整備した設備等を
活かし、次の感染症危機への対応へ移行

新型コロナウイルス
感染症対応時の規模
（流行初期・流行初
期以降）

提供する医療 規 模

• 病床確保
• 外来対応
• 自宅療養者等への医療提供
• 後方支援
• 医療人材派遣

平時から体制を確
保するため、医療
機関と協定を締結
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医療措置協定について

対象となる感染症

対象となる期間

○新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症が対象となる。
○なお、実際に発生及びまん延した感染症が、事前の想定（新型コロナウイルス感染
症）とは大きく異なる事態となった場合は、その感染症の特性に合わせて協定の内
容を見直すなど、実際の状況に応じた機動的な対応を行うこととしている。

○措置の対象となる期間は新型インフルエンザ等感染症等に係る発生の公表が行われ
たときから新型インフルエンザ等感染症等と認められなくなった旨の公表が行われ
るまでの間（新型インフルエンザ等発生等公表期間）となる。

○医療機関は県の要請に基づき措置を実施する。
（県は状況に応じて対応の必要性を判断の上、医療機関に対して要請）
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○これまでの対応の教訓を生かすことができる新型コロナウイルス感染症の対応を想
定して、まずは当該対応での最大規模の体制を目指す。
○協定の締結に当たっては、新興感染症発生・まん延時には、その感染症の特性に合
わせて、県と医療機関が協議し協定の内容を見直すなど、実際の状況に応じた柔軟
な対応を行うことも前提に、県と医療機関とが合意した内容について締結する。
○新興感染症発生・まん延時の対応を円滑に行うためにも、県と医療機関で締結する
協定の内容の齟齬がないよう、十分な協議を行う。

基本的な考え方



感染症指定医療機関について
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第一種感染症指
定医療機関

第二種感染症指
定医療機関

第一種協定指定
医療機関

第二種協定指定
医療機関

一般の医療機関

医療体制 県内１箇所 県内６箇所

一類感染症 ●

二類感染症 ● ●

三類感染症 ●

四類感染症 ●

五類感染症 ●

新型インフルエンザ等感
染症

● ● ● ●

指定感染症※ ※ ※ ※ ※

新感染症 ● ●

※指定感染症については、一から三類感染症又は新型インフルエンザ等感染症に準じた措置を行う。

医療措置協定により確保

協定締結医療機
関

①病床確保 ②発熱外来 ③自宅療養者等
に対する医療

④後方支援 ⑤医療人材
の派遣

⑥個人防護具
の備蓄

医療機関 ● ● ● ● ● ●

薬局・
訪問看護事業所

● ●

第一種協定指定医療機関 第二種協定指定医療機関

対応する感染症

感染症指定医療機関への指定 以下の措置①～③に対応する協定締結医療機関を感染症指定医療機関に指定

新型コロナウイルス感染症対応時の
最大規模の体制



医療提供体制 国内未発生期

（大臣公表前）

流行初期 流行初期以降

（３ヶ月～６ヶ月）～１週間 ～１ヶ月 ～３ヶ月

入院体制
（病床）

外来体制
（発熱外来）

外出自粛対象
者への医療

後方支援

医療人材派遣

感染症病床 ３２床

＋４２８床（４６０床）

＋３９０床
（８５０床）

３５０機関

電話・オンライン診療 ３００機関
往診 １００機関
服薬指導 ３５０機関
訪問看護 ４０機関

２００人

＋３３０機関
（６８０機関）

医療提供体制 平 時

個人防護具の
備蓄

２か月分以上備蓄する協定締結医療機関が８割以上 6

４５機関

医療措置協定の数値目標について
新興感染症の発生・まん延時における医療提供体制に係る数値目標

流行初期 ：新型コロナ発生約１年後（2020年12月）の新型コロナの入院病床数・検査医療体制を目安
流行初期以降：新型コロナ対応で確保した最大の体制（2022年12月時点）を目安



流行初期（大臣公表後～公表後３ヶ月の期間） 流行初期以降（大臣公表後３ヶ月～6ヶ月の期間）

入院体制
（病床確保）

本県の目標 ４６０床
事前調査 ３３０床

本県の目標 ８５０床
事前調査 ５１１床

外来体制
（発熱外来）

本県の目標 ３５０機関
事前調査 ４７９機関

本県の目標 ６８０機関
事前調査 ５２７機関

外出自粛対象
者への医療

流行初期以降（大臣公表後３ヶ月～３ヶ月の期間）
本県の目標 電話・オンライン診療 ３００機関、 往診 １００機関

服薬指導 ３５０機関 、訪問看護 ４０機関
事前調査 電話・オンライン診療 ３０６機関、 往診 １０３機関

服薬指導 ４１５機関 、訪問看護 ７７機関

後方支援 流行初期以降（大臣公表後３ヶ月～３ヶ月の期間）
①協定指定医療機関より感染症患者以外の転院受入、又は
②感染症から回復後も入院が必要な患者の転院受入
本県の目標 ４５機関 事前調査 ６３機関

医療人材派遣 本県の目標 感染症担当医療従事者 ２００人以上
事前調査 感染症担当医療従事者 ４９人

個人防護具の
備蓄

協定締結医療機関（病院、診療所及び訪問看護事業所）が個人防護具を
２か月分以上確保する割合
本県の目標 ８割以上 事前調査 約５割

事前調査の結果について
県内の医療機関等を対象に、有事の際にどのような医療提供が可能かについて令和５年７月２４日～８月９日
の期間で事前調査を実施した。事前調査結果は令和５年１２月１３日現在の数値
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医療措置協定について（発熱外来）

検査の実施能力について

○医療機関内で検体の採取及び検査の実施まで行う場合に、持続的に検査可能な（最
大の）数を記載する。（医療機関で検体の採取のみ行い、分析は外部に委託する場合は検
査の実施能力に含まない）

○検査の実施能力部分については、検査措置協定を兼ねるものとする。
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流行初期医療確保措置

○流行初期は流行初期医療確保措置の対象とするため、即応化の期間については１週
間以内を目途とする。また、対応人数については病院１０人／日以上、診療所５人
／日以上とする。

⚫ 発熱患者等専用の診察室（時間的・空間的分離を行い、プレハブ・簡易テント・駐車場等で診療する場合を含
む。）を設けること

⚫ 予め発熱患者等の対応時間帯を住民に周知又は地域の医療機関等と情報共有すること

⚫ 院内感染対策（ゾーニング、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓練等）を適切に実施すること

⚫ かかりつけ患者以外の受入や小児患者の対応についても検討すること

発熱外来について

医療措置の内容 ①発熱外来



医療措置協定について（発熱外来）
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第二種協定指定医療機関（発熱外来）の指定要件

◼ 当該医療機関に所属する者に対して、最新の知見に基づき適切な感染防止等の措置
を実施することが可能であること。

◼ 受診する者同士が可能な限り接触することがなく、診察することができること等の
院内感染対策を適切に実施しながら、外来医療を提供することが可能であること。

◼ 新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において、都道府県知事からの要請
を受けて、外来医療を提供する体制が整っていると認められること。



医療措置協定について（自宅療養者等への医療提供）

10

対応時期について

⚫ 自宅・宿泊療養者・高齢者施設での療養者等の医療の提供を行う協定締結医療機関（病院、診療所、薬局、訪問
看護事業所）は、病院、診療所は、地域医師会等の関係者と連携・協力した体制整備を行い、必要に応じ、薬局や
訪問看護事業所と連携し、また、各機関間や事業所間でも連携しながら、往診やオンライン診療等、訪問看護や
医薬品対応等を行うこと

⚫ 機関間や事業所間の連携に当たっては、必要に応じ、通常医療の確保のため、後方支援や人材派遣の協定を活
用した体制の確保を図ること

⚫ また、自宅療養者等が症状悪化した場合に入院医療機関等へ適切につなぐこと

⚫ 院内感染対策（ゾーニング、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓練等）を適切に実施すること

⚫ 患者に身近な診療所等が自宅療養者への医療を行う際は、患者の容体の変化等の場合に迅速に医療につなげ
るため、できる限り健康観察の協力を行うこと

⚫ 薬局の場合は、「服薬指導」、「薬剤等の配送」のいずれも対応すること（健康観察のみの協定は不可）

○「流行初期以降（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われてか
ら６か月以内）」

自宅療養者等について

医療措置の内容 ②自宅療養者等への医療提供



医療措置協定について（自宅療養者等）
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○健康観察の実施が可能である場合に協定を締結する。
○医療機関において、自宅療養者への医療の提供とあわせて健康観察を実施する場合
も協定を締結する。

○健康観察の対応のみで協定を締結することはできない。（第二種協定医療機関の要
件を満たさない）

健康観察の対応

○高齢者施設や障がい者施設等への対応について検討する。
○自宅療養者や宿泊療養者へ提供できる医療の内容について検討する。

高齢者施設等への対応



医療措置協定について（自宅療養者等）
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第二種協定指定医療機関（外出自粛対象者への医療提供）の指定要件

◼ 当該医療機関に所属する者に対して、最新の知見に基づき適切な感染防止等の措置
を実施することが可能であること。

◼ 新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において、都道府県知事からの要請
を受けて、外出自粛対象者に対して電話・オンライン診療の医療を提供する体制が
整っていると認められること。

医療機関（病院・診療所）



医療措置協定について（医療人材派遣）
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○「流行初期以降（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われてか
ら６か月以内）」

○流行初期医療確保措置の対象とはならないが、流行初期に対応できる場合は、その
旨記載する。

対応時期について

○派遣人材は、①感染症医療担当従事者と、②感染症予防等業務関係者がある
① 感染症医療担当従事者：感染症患者受入病院、臨時の医療施設等において、感染
症患者の診療、治療、看護、各種検査等に従事する者を想定

② 感染症予防業務関係者：保健所等における感染者の入院等の判断・調整や、医療
機関や高齢者施設等におけるクラスターへの対応（感染制御等）等に従事する者
を想定

派遣内容について

人材派遣について

○協定締結医療機関が派遣を行う医療人材は、原則として派遣元である乙の職員とし
て派遣されることとなる。（協定締結医療機関との雇用関係を維持したまま、都道
府県知事からの要請に基づき協定締結医療機関が派遣を行う。）

⚫ 人材派遣の協定締結医療機関は、１人以上の医療従事者を派遣することを基本とし、自院の医療従事者への訓
練・研修等を通じ、対応能力を高めること

⚫ 人材派遣については、県外への派遣対応についても検討すること

医療措置の内容 ③医療人材派遣



医療措置協定について（個人防護具の備蓄）

個人防護具の備蓄について

○協定における個人防護具の備蓄は任意事項とする。
○協定締結医療機関（病院、診療所、訪問看護事業所）が個人防護具の備蓄の実施に
ついて協定で定める場合、備蓄量は医療機関の使用量２ヶ月分以上とすることを推
奨する。

備蓄の運営方法について

○個人防護具の備蓄は、物資を購入して保管し、使用期限が来たら廃棄するのではな
く、平素から備蓄物資を有効に活用していただく観点から、備蓄物資を順次取り崩
して感染症対応以外の通常医療の現場で使用する、回転型での備蓄を推奨する。

⚫ 備蓄量は感染症発生・まん延時における使用量２ヶ月分以上で設定するとこととし、感染症診療部門以外を含
めた施設全体の使用量で設定すること
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⚫ 個人防護具備蓄の対象物資（品目）は、病院、診療所及び訪問看護事業所については、サージカルマスク、Ｎ９５
マスク、アイソレーションガウン、フェイスシールド及び非滅菌手袋の５物資とする

• N95 マスクについては、DS2 マスクでの代替も可能とする。
• アイソレーションガウンには、プラスチックガウンも含まれる。
• フェイスシールドについては、再利用可能なゴーグルの使用での代替も可能とする。この場合において、ゴーグルは再利用が可能で
あり、有事におけるその医療機関での1 日当たり使用量を備蓄することを推奨する。必要人数分の必要量を確保していれば、フェイ
スシールドの備蓄をすることを要しないものとし、かつ、フェイスシールドの使用量２ヵ月分を確保しているのと同等として取り扱う。

• 薬局については、対象物資は任意とする。

医療措置の内容 ④個人防護具の備蓄



医療措置協定について（個人防護具の備蓄）
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（参考）

１医療機関当たりの個人防護具の２ヶ月想定消費量（全国平均）

施設種
別

施設規模 サージカルマスク N95・D52マスク アイソレーション
ガウン

フェイスシールド 非滅菌手袋

病 院 200床未満 8,796 枚 466 枚 1,255 枚 509 枚 67,754 枚

200～399床 27,376 枚 1,606 枚 5,002 枚 1,789 枚 196,354 枚

400～599床 42,278 枚 3,321 枚 7,033 枚 4,189 枚 447,054 枚

600～799床 69,483 枚 5,150 枚 12,060 枚 6,366 枚 760,996 枚

800～999床 129,290 枚 7,501 枚 14,865 枚 13,116 枚 1,210,304 枚

1000床以上 132,518 枚 11,244 枚 41,807 枚 24,221 枚 1,453,840 枚

診療所 病床なし 674 枚 55 枚 149 枚 98 枚 2,332 枚

病床あり 1,370 枚 57 枚 165 枚 114 枚 5,668 枚

※出典：令和５年５月２６日付け厚生労働省通知
「感染症法に基づく「医療措置協定」締結等のガイドライン」について



医療措置協定について（支援制度）

支援制度について

○流行初期に医療措置協定に基づく入院患者の受け入れ、外来診療を行う医療機関に
対して、流行初期医療の確保に要する経費を支給する。

○流行初期の医療提供に要する費用（個人防護具の備蓄）については、医療機関が負
担する。なお、新型インフルエンザ等感染症の発生・まん延時に、その感染症の性
状等を踏まえて、国において必要な支援を検討する。

○第３条に基づく措置に要する経費について、県が補助する。
○その詳細については、新型インフルエンザ等感染症が発生した際に、その感染症の
性状に併せて定める。
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流行初期医療確保措置について

• 病床確保の協定を締結した医療機関や、発熱外来又は自宅療養者等への医療を行う
協定を締結した医療機関（薬局や訪問看護事業所を含む）に対して、感染症法によ
り以下の支援策が定められている。

• 流行初期に対応する医療機関については、流行初期における医療の確保に要する費
用を支給する措置を行う。

• 第一種協定指定医療機関及び第二種協定指定医療機関の設置及び運営に要する費用
の全部又は一部を補助することができる。

協定締結医療機関への支援



流行初期医療確保措置について

概 要

対象期間

支援内容

「流行初期医療確保措置」の協定を締結した医療機関」に
ついて、協定に基づく対応により、経営上のリスクのある流行
初期の感染症医療の提供をすることに対し、診療報酬の上
乗せや補助金等が充実するまでの一定期間に限り、財政的
な支援を行う。

支援額は、感染症医療の提供を行った月の診療報酬収入
が、感染症流行前の同月の診療報酬収入を下回った場合、
その差額を支払う。

県の要請に基づき、医療
機関が協定に基づく措置
を講じたと認められた日か
ら、大臣が定める期間が
経過する日まで。

公
表

大臣が定める期間

要
請

大臣による公表

県から医療機関
に対する要請

流行初期医療確保措置

①
②

③

②

１０
８

③×──

措置を講じた日の
属する月の診療
報酬

措置を講じた日の
属する月の前年
同月の診療報酬

差額（①－②）
が生じる場合は
流行初期医療確
保措置の対象

措置を講じた日の
属する月の収入

１０
８

③×──
医療機関が措置を講じた
と認められた日の属する月
ごとに、流行初期医療の
確保に要する費用を支給
する。

流行初期医
療の確保に
要する費用

措
置

医療機関が措置を
講じられたと認めら
れる日

大臣が定める期間
を経過する日
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医療措置協定について（その他）

情報提供について

○新型インフルエンザ等感染症等の性状のほか、その対応方法を含めた最新の知見の
取得状況や、感染症対策物資等の確保の状況などが事前の想定とは大きく異なる事
態の場合は、国がその判断を行い、機動的に対応する。

○国によりその判断が行われた場合は、県は協定の内容の機動的な変更又は状況に応
じた柔軟な対応を行うことを医療機関と協議する。

○国は、新型インフルエンザ等感染症に係る感染症の公表前においても、県と医療機
関との間の調整や準備に資するよう、国内外の最新の知見について周知することと
しており、県は、情報を得た場合は速やかに協定締結医療機関へ情報提供を行う。

○協定指定医療機関においては、そうした情報を踏まえ、県からの要請の前から必要
な準備を行う。
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協定の内容の変更について

協定の有効期限ついて

○協定の有効期限は、締結日から令和９年３月３１日まで
○有効期限満了日の３０日前までに更新しない旨の申し出がない場合は、同一条件に
より３年間更新する。



医療措置協定について（その他）

実施状況の報告ついて

○感染症法第３６条の５の規定に基づく報告等について規定したもの。報告は、医療
機関等情報支援システム（G-MIS）上に以下の内容を報告する。
• 平時においては、年１回、協定の措置に係る協定締結医療機関の運営の状況等
• 感染症の発生・まん延時においては、感染症状況に応じて随時、協定の措置の実
施状況

○第一種協定指定医療機関（入院）については、G-MISによる報告を行わなければな
らないとされており、それ以外の協定締結医療機関については、努力義務となって
いる。
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研修・訓練について

○平時において、年一回以上、感染症対応を行う医療従事者等の新興感染症の発生を
想定した必要な研修・訓練を実施する、又は県等が実施する研修・訓練に参加する
こと。



医療措置協定について（協定締結までのイメージ）
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